
Ｑ１．当社で活用できる助成金が知りたいのですが？

Ａ１：

Ｑ２．雇用保険適用事業所でなければ助成金を受けることはできないのですか？

Ａ２：

Ｑ３．新規学卒者が対象の助成金については大学や専門学校の紹介の場合も該当します

か？

Ａ３：

Ｑ４．助成金申請にあたり、時間外手当の支給や労働者の休日など申請した助成金とは

関係がないような事項が問われるのはどうしてですか？

Ａ４：

Ｑ５．同時に複数の助成金の支給を受けることはできますか？

Ａ５：

Ｑ６．助成金には税金がかかりますか？

Ａ６：

雇用関係助成金に関するＱ＆Ａ

助成金ごとにその目的とする趣旨や制度が異なりますので、助成金等検索表（この冊

子の最初のページ参照）を参考に事業所の採用計画や雇用管理改善計画に適合する助成

金を確認し、各助成金取扱機関の助成金担当窓口でご相談ください。

雇用関係助成金は、雇用保険料の一部を財源として創設されていますので、雇用保険

適用事業所（創業・新設の場合には雇用保険適用事業所となる予定であること）でなけ

れば活用することができません。また、雇用保険適用事業所であっても、労働保険料の

滞納がある場合には支給できない場合もあります。

雇用関係助成金は、雇用創出や労働者の能力開発だけを目的としたものではなく、労

働者が継続して勤務を続けていくことができるよう、事業主に対して、労働関係法令の

遵守や雇用管理改善を促す目的も併せ持っています。そのため、労働関係法令が遵守さ

れていない場合には不支給となることもありますので、ご了承下さい。

助成金には、それぞれ助成目的と助成の対象があります。雇用関係助成金をおおまか

に分類すると、

①雇用創出にあたり投資した設置・整備費用の助成を行うもの

②雇入れた労働者の賃金助成を行うもの

③労働者の能力開発費用の助成を行うもの

④労働環境の改善費用の助成を行うもの

となりますが、助成目的と助成対象が同じでなければ同時に受給すること（併給）は可

能です。

同時に複数の助成金の活用を検討されている場合は、併給が可能か、事前に助成金

担当窓口でご相談ください。

雇用関係助成金は、原則として税金の課税対象となります。

税務申告に関する詳細は、事業所所轄の税務署へお問い合わせください。

一部の助成金はハローワークの紹介を条件としていますが、「助成金の取扱いに係る同意書」

を労働局に提出している学校等（無料職業紹介事業者）の紹介も対象となります。

ハローワーク以外より応募希望の問い合わせがあった時点で、同意書の提出がある職業紹

介事業者の紹介状が交付されているか確認をお願いします。
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SmileSmile

沖縄助成金センター



●近年、厚生労働省から委託を受けたと装って、雇用関係助成金の申請や助成対象の診断、受給額

の無料査定などをするといった記載の書面を一方的に送付（FAX）し、助成金の活用を勧誘する

事業者がいます。

●厚生労働省や労働局・ハローワークが、特定の事業者に助成金の勧誘を委託することはありま

せん。これらの事業者は、手数料や報酬等を目的に受け取ることができない助成金について、受給

を提案している可能性がありますので、十分ご注意ください。

●経営コンサルタントを名乗る事業者が指南されて虚偽の申請書等を提出した場合や、申請

代理人が不正行為を行った場合でも、事業主が不正受給を問われます（※）ので、十分に

注意してください。

（※）事業主自身が不正行為を行った場合だけでなく、役員、従業員、社会保険労務士、代

理人等、支給申請・書類作成に関わった者が不正行為を行った場合でも、事業主の不正受給

に該当します。

●不正受給を行った場合、事業主は助成金の返還を求められるだけでなく、事業主名が原則公

表されるとともに、5年間助成金が受けられなくなります。

    ※雇用関係助成金に関するご相談は、各都道府県労働局またはハローワークまでお願いします。

助成金に関する勧誘にご注意ください

雇用関係助成金の活用を促す事業者が存在します

不正があった場合、事業主が責任を問われます

お悩みの際は、労働局またはハローワークにご相談ください
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